
 

 

 
 
 
 
Ⅰ 全体評価（案） 

資 料 １ 



 

 

１ 総 評  

 
当該年度における中期計画の実施状況から見て、計画達成に向けて業

務全体が優れた業務の進捗状況にある。 
独立行政法人化され２年目を迎えた東京都立産業技術研究センターは、

多くの業務改革に着手するとともに、中小企業のニーズを捉えた新規事

業に取り組むなどポジティブな方向に変化してきており、法人化のメリ

ットである、機動性や柔軟性を発揮した運営を行っていると言える。 
産業技術研究センターの業務の大きな柱である、依頼試験、機器利用

サービス、技術相談などの技術支援については、いずれも中期計画に定

めた平成 22年度に達成すべき目標値を大幅に超えた実績を上げている。 
また、研究開発においても、中期計画に定めた目標金額を大きく上回

る外部資金を獲得し、製品化につながる共同研究等を積極的に実施して

いる。 
しかしながら、中小企業に対する技術支援機関、研究機関としての産

業技術研究センターの認知度は必ずしも十分とは言えない。利用者を増

やし中小企業に対する技術支援を一層充実していくため、認知度を更に

高める工夫が必要である。 
また、機器利用サービスや技術相談などの支援については、その内容

が多種多様であるため、単に件数だけでは業務実績を的確に把握できな

い側面がある。内容や技術レベルといった質の面も含めて業務実績の一

層的確な把握に努めるとともに、その結果を今後の業務に役立て、中小

企業支援の更なる充実を図っていくことが期待される。 
産業技術研究センターは、平成 21 年度に多摩地域では初の本格的な
産業支援拠点をオープンし、同 23 年度には西が丘本部と駒沢支所を統
合、江東区青海へ移転することが予定されており、これらを契機に更な

る機能の充実が期待されている。 
こうしたことを踏まえ、産業技術研究センターにおいては、現行の中

期計画の着実な達成に満足することなく、中長期的な視点に立って戦略

的な組織運営を行っていくことが求められる。 



 

 

機器利用サービス、依頼試験、技術相談及び研究開発といった多様な

事業について、中小企業の抱えている課題の解決や東京の発展を支える

産業の振興及び育成といった政策的な観点を踏まえ、最も効果が高まる

ようにバランスを取りつつ、全体として機能を充実させていくことが重

要である。 
また、産業技術研究センターが中長期的に機能を充実させていくため

には、人材の確保と育成が不可欠である。将来の事業バランスのあり方

や担うべき技術分野のあり方等を踏まえつつ、計画的かつ着実に人材確

保と人材育成を進めていくことが重要である。 
高い付加価値を生み出し日本の経済を牽引すべく、ものづくりを支え

る基盤技術の強化や高度な産業技術の開発、新事業の創出を担う多くの

中小企業のニーズを的確に捉えてきめ細かな支援を行い、もって中小企

業の振興及び発展に寄与し、都民生活の向上に貢献することが重要であ

る。産業技術研究センターは、「自らが実施すべき本質的なサービスとは

何か」を常に意識し、その充実と研究開発力の強化・向上に努め、日本

屈指の産業技術の支援センターとして、更に存在感を高めていってほし

い。 
 



 

 

２ 中小企業への技術支援・研究開発及び法人の業務運営等

について 
 
  
（事業化支援） 
産業技術研究センターは、中小企業の新製品・新技術開発や新規事業

分野への展開を促進するため、企業が抱える技術的・経営的課題の解決

に資する支援を実施し、事業化を促進している。また、大学や他の研究

機関等と連携した支援を実施している。 
平成 19 年度は、十分な試験研究設備等を持てない中小企業への「機
器利用サービス」において、中期計画の目標値を大きく上回る 37,024
件を実施するなど、高い実績を上げている。特に平成 18 年９月に開設
した「デザインセンター」については、機器の効果的な導入により、利

用実績を向上させ、中小企業の製品開発におけるスピード化及び製品化

に結びつけるなど、高い成果を上げている。 
今後、更なるサービス向上のためには、総件数だけではなく、例えば、

各機器の利用頻度、リピート率、他の試験研究機関における機器利用サ

ービスの状況などについても把握に努めることが重要である。 
また、産学公連携等は、新事業・新製品の創出を促進する観点から重

要であり、公的機関である産業技術研究センターがより一層のコーディ

ネート力を発揮することが期待される。 
 
（技術協力） 
産業技術研究センターは、各種依頼試験や技術相談を通じて、製品の

品質・性能の評価や証明、事故原因究明などの技術的課題解決のための

技術協力を行っている。 
平成 19 年度は、「依頼試験」「技術相談」とも、中期計画の目標値を

大きく上回る実績を上げており、高く評価できる。 
今後、検討すべき事項として、「技術相談」については、件数ベースで

の目標達成にとどまらず、例えば相談内容の重要度、相談内容の技術的



 

 

困難度、相談時間などについても把握や分析を行い、更なる充実に努め

ることが望まれる。 
 
（研究開発） 
産業技術研究センターは、中小企業の生産活動の基本となるものづく

りの基盤技術分野と中小企業が強化を図る必要がある重点技術分野につ

いて研究開発を行い、その成果を中小企業の技術力・競争力強化のため

の支援に活用している。 
平成 19 年度は、経済産業省関連の地域新生コンソーシアム事業など

中期計画の目標額を大きく上回る約 4 億円の外部資金を獲得し、「外部
資金導入研究」を積極的に実施した。また、企業や大学等との「共同研

究」においても、製品化や特許出願の実績を上げている。 
「基盤研究」については、年度計画どおり実施しているが、製品開発

や依頼試験などの技術支援を支える土台であり、また、研究員自身の能

力向上のためにも不可欠であることから、今後も着実に取り組んでいく

ことが肝要である。 
産業技術研究センターには、企業が直面する課題解決のノウハウが蓄

積されており、技術支援のために開放されている機器が多数存在する。

大学等にはあまり保有されていないこれらの資源を研究にも活用し、産

業技術研究センターならではの中小企業支援という視点をもったオリジ

ナルの研究を進めるとともに、こうした研究を独自に遂行できる人材を

確保し、育てていくことが求められる。 
 
（技術移転） 
産業技術研究センターは、セミナーや講習会の開催などを通じて技術

的知見の普及に努めることにより、中小企業の技術力や製品競争力の向

上を支援している。 
平成 19年度は、「オーダーメードセミナー」において、利用者の要望

に幅広く対応し、前年度を 20％上回る 118件を実施するなど高い成果を
上げている。利用者の満足度も非常に高いことから、企業等の技術力向



 

 

上に寄与している。 
今後とも受講者のニーズを更に調査して、より多くの人にサービスを

提供する努力が必要である。 
 
（法人の業務運営等） 
「業務運営の効率化と経費節減」については、全職場からの業務改革

提案に基づき 90 項目の業務改善を実施したほか、複数機種指定による
競争入札方式の採用により、機器購入において約 8千万円の経費削減を
達成するなど、効率化によるコスト削減を推進し、高い成果を上げてい

る。 
今後は、業務と財務の進捗を定期的に点検するなどのマネジメント強

化により、計画的に効率化を推進する仕組みを検討していく必要がある。 
 

（中期目標・中期計画の達成に向けた課題など） 

東京には多様な中小企業が存在して産業発展を支えており、技術支援

及び研究開発に対する潜在的ニーズが多く存在する。このため、産業技

術研究センターは、幅広い視点でこれらのニーズの的確な把握に努め、

技術支援の充実を引き続き進めていくことが必要である。 
現状では、中小企業に対する技術支援機関、研究機関としての産業技

術研究センターの認知度は必ずしも十分とは言えない。利用者の更なる

拡大を通じて都民サービスを充実させていくため、認知度の向上を図る

べく積極的な努力が望まれる。 
中長期的には、中小企業の現状や将来の産業発展の方向性等を踏まえ、

機器利用サービス、依頼試験、技術相談及び研究開発といった多様な事

業について、最も政策的効果が高まるようにバランスをとりつつ、全体

として機能を充実していくことが重要である。従って、次期中期計画を

見据えて、リソースの投入量と顧客満足度や技術動向などとの関係分析

等についても検討を進めていくことが望まれる。 
あわせて、環境負荷を低減する社会の実現や危機管理など、大都市東

京を取り巻く課題を踏まえ、都民のニーズを十分汲み上げつつ、環境・



 

 

福祉・安全安心などの社会的課題に対応した技術を育成していくことを

検討してほしい。 
これらを実現していくためには、優秀な人材の確保・育成が重要であ

る。今後、業務に応じた多様な採用体系を検討しつつ、計画的かつ着実

に人材の確保を行っていく必要がある。 
 
 



 

 

 

 

 
 
 
Ⅱ 項目別評価（案） 

資 料 ２ 



 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るために取るべき措置 
１ 新製品・新技術開発や新規事業分野への展開のための事業化支援の推進 
 

（１）製品化支援 
項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

１ 

①技術面と経営面双方からの効

果 的 かつ効 率 的 な中 小 企 業 等

への支 援 を実 施 するため、財 団

法 人 東 京 都 中 小 企 業 振 興 公 社

との業務協定に基づき連携事業

を実施する。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

中小企業振興公社（以下「公社」とい
う。）との新たな連携事業として、東京
都中小企業事業化支援ファンドの投資
先企業との共同研究の実施や、創業支援
施設の入居者審査への協力、公社及び東
京商工会議所との共同による「東京産学
公連携イノベーションフォーラム」等を
開始した。また、その他の公社助成事業
の技術審査をはじめ、展示会への共同出
展、知的財産センターとの連携による特
許相談などの連携事業についても、年度
計画どおり実施している。  
新規連携事業を含め、公社との連携に
ついては、産業技術研究センターが今ま
で以上に主体的、効果的な役割を果た
し、中小企業の事業化、製品化などに具
体的な形で結び付けていくことが肝要
である。  

 

 

 

 

２ 

②西が丘本部に、システムデザイ

ンを総合的に支援する拠点として

開設した「デザインセンター」を活

用し、プロダクトデザインや試作を

中心とした製品化支援及び中小

企 業 のブランド確 立 等 の支 援 を

実施する。 

 

 

 

 

Ｓ 

デザインセンターでは、企業ニーズを
反映した、効率的な製品開発への寄与と
いう視点で機器の導入を図ったことに
より、前年度比 160％増と極めて高い利
用実績を上げている。  
特に公設試験研究機関では唯一とい

う高速造型機を活用して中小企業の製
品開発作業の迅速化を図るなど、製品化
支援の実績を上げている点は高く評価
できる。  
今後とも、企業ニーズの把握を欠かさ

ず、高速造型機等に続く機器の開拓に努
め、職員の技術力向上を怠ることなく高
いレベルの支援を行っていくことを期
待する。  
 

 

 
 



 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 
 
 
 
３ 

③新 製 品 ・新 技 術 開 発 を目 指

す中小企業に対する支援施設

として設 置 した「製 品 開 発 支 援

ラボ」の活用を図る。 

④迅速かつ実効性のある研究活

動への支援を目的として設置した

共同研究開発室の活用を図る。 

⑤「製品開発支援ラボ」及び「共

同 研 究 開 発 室 」の利 用 時 間 は、

利用者の研 究開発スピードの向

上を目的として、ひきつづき午前

8 時 30 分から午後 8 時までとす

る。 

 
 
 

Ｂ 

 

製品開発支援ラボや共同研究の企業
が利用する共同研究開発室は、入居率
100％を達成するなど年度計画どおり実
施し、開設２年目にして入居企業が特許
出願や製品化を行うなどの成果を上げ
ている。 
今後も引き続き、入居企業への技術支

援を精力的に行い、製品化、事業化につ
ながる取組みを強化していくことが望
まれる。 

 

 
 

 
 
 
 
４ 

 
 
 
 
 
 
 

⑥自社内に十分な試験研究設備

等を持てない中小 企業 のために

機器利用サービスの提供を実施

する。実施にあたっては、利用者

の利便性向上とニーズへの対応

のため、以下の取組を行う。 

・機 器 の操 作 方 法 のアドバイス

や、測 定 データの説 明 、課 題 解

決 の た め の 技 術 相 談 を 実 施 す

る。 

・午 後８時までの夜 間 利 用を実

施する。 

・需 要 の多 い恒 温 恒 湿 試 験 等

に対 応 する環 境 試 験 センターを

設置し、製品の信頼性向上にむ

けた支援に努める。 

・産技研利用企業に対するアン

ケート調査を活用して利用を希望

する機器のニーズを把握し、機器

整備及び更新を実施する。 

 

（ 中 期 計 画 の 機 器 利 用 目 標 件

数 ： 平 成 22 年 度 に お い て

30,000 件以上） 

 

 

 

 

 
 
 
 
Ｓ 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

中期計画に掲げた平成 22 年度実績
「30,000件以上」を大きく上回る 37,024
件の実績を上げたことは、中小企業の機
器利用ニーズに応えていることの証で
あり、高く評価できる。 
また、平成 18 年度に実施した利用企

業へのアンケート調査から中小企業の
ニーズを把握し、「環境試験センター」
を含め 26 機種の機器を導入・ＰＲし、
利用実績の向上につなげた努力につい
ても大いに評価できる。 

 
 
 



 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 
 
 

５ 

⑦支 援 組 織 として設 置 した製 品

化支援室は、「デザインセンター」

や「製品開発支援ラボ」「機器利

用サービス」を活用する中小企業

に対し、対象となる製品に応じた

研究グループ等とのコーディネー

ト及び機器利用指導等を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

産業技術研究センターを利用する中
小企業への成果促進を目指し、企業支援
のハブとなるべく設置した製品化支援
室については、研究グループなどへの迅
速なコーディネートを行うとともに、
1,394 件の機器利用指導により、使用に
あたって高度な技術等を必要とする開
放機器を利用できるよう支援するなど、
年度計画どおり実施している。 

 
 



 

（２）産学公連携等の推進  
項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 
６ 

①職員及び都が委嘱した専門の

コーディネーター等により、技術

開発・製品開発等のための産学

公連携を促進する。 

②インターネット等 を活 用 し、都

内 のみならず、広 く大 学 等 の技

術シーズの収集に努め、産学公

連携に活用する。 

 

 
 
 

Ｂ 

産学公連携コーディネータによる成
約件数は 19 件であり、１年間の成果と
してはやや少ない印象である。今後、件
数のみならず、その効果についても検証
し、実のある成果につなげていくことが
必要である。 
また、専門のコーディネータのみなら

ず産業技術研究センター職員のコーデ
ィネート機能を強化し、連携実績の増加
につなげていくことが望まれる。 
これまで実施してきた金融機関等と

の連携については、産業技術研究センタ
ーが技術の目利き機関としてコーディ
ネートを積極的に行うことで、産学公連
携が今以上に進展していく可能性があ
り、実用的な成果に繋がることを期待し
たい。 
 
 
 
 

 
 
 
 
７ 

③区 市 町 村 との連 携 強 化 に努

め、産学公連携に関する相談の

拡大を図る。 

④都や他の試験研究機関、大学

や企業との人材交 流を推進し、

相互交流により技術力の向上を

図る。 

⑤大 学 との連 携 強 化 を目 的 とし

て、職員の派遣及び各種事業へ

の協 力 、共 同 研 究 等 を推 進 す

る。 

 

 

 

 

Ａ 

 

区市町村との連携においては、産業技
術研究センターが積極的に企画立案段
階から参画し、各地域の特性にあわせた
技術説明会を開催するなど、積極的な活
動を行っている点は高く評価できる。 
また、１都３県（埼玉県、千葉県、神

奈川県）の公設試験研究機関で構成する
ＴＫＦ（首都圏テクノナレッジ・フリー
ウェイ）の活動については、専門技術分
野の相互交流であるパートナーグルー
プでの活動を拡大させたことに加え、
「ＴＫＦフォーラム」の開催など新たな
活動を通じ連携強化を図り、企業や大学
との交流の受け皿機能を充実させてい
る。なお、「ＴＫＦフォーラム」につい
ては、今後の更なる進展、体制強化を期
待する。 
 
 
 
 
 



 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 
８ 

⑥産 業 技 術 大 学 院 大 学 との協

定 に基 づき、PBL（プロジェクト・

ベースド・ラーニング：問 題 設 定

解決型学習法）を実施する場の

提供と人的支援を行い、産業界

の人材育成に協力する。 

⑦大 学 等 の学 生 を一 定 期 間 受

け入れ、専門技術の習得や職業

意識の向上等に寄与する。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

首都大学東京、産業技術大学院大学と
の連携・交流については、共同研究や講
師派遣等を通じて実施されているが、今
後更に、同じ東京都に属する機関として
強固な連携を確立していくことが望ま
れる。 
研究学生等の受入については、研究か

ら成果発表までを一環として行わせる
ことにより、将来を担う若手人材の育成
や職業意識の向上に一層の効果が期待
できることから、大学等とも協力し、柔
軟な受入れ体制の整備を検討していく
べきである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

９ 

⑧業種を超えて個々が所有する

技術やノウハウを相互に提供す

る異業種交流については 30 企

業 程 度 からなる交 流 会 を１グル

ープ立ち上げるとともに、既存グ

ループの活動支援を実施し、単

独 企 業 では困 難 な新 事 業 や新

製品の創出を支援する。 

 

 

Ｂ 

 
 

新たに 32 企業から構成された異業種
交流グループを立ち上げるとともに、既
存の 22 グループの活動を支援するな
ど、年度計画どおり実施している。 
異業種交流会は、情報交換の場として

は有意義であるが、製品を共同開発する
といったものづくりの成果を出してい
くのは困難であり、今後はこうした成果
を１つでも多く出せるよう産業技術研
究センターのコーディネート力が発揮
されることを期待する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（３）助成、融資及び表彰等に関する評価支援 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 

１０ 

 東 京 都 や金 融 機 関 、団 体 、区

市町村等が実施する、企業等へ

の助成・融資及び表彰において、

審 査 ・評 価 に積 極 的 に協 力 し、

研究開発の資金援助を求める企

業への支援等に寄与する。 

 この審査・評価の公平かつ中立

な実 施 と、精 度 の維 持 向 上 を図

るため、技術情 報の収 集及び外

部研修等を通じて職員の審査能

力向上を図る。 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

新製品・新技術開発等の助成事業、技
術表彰などの技術審査の要請に応えて、
前年比 19％増の 3,072件という全国の公
設試験研究機関でも類を見ない多くの
技術審査を実施し、中小企業支援に大き
く貢献したことは、職員の能力の高さを
も反映しており、高く評価できる。  
技術審査については、今後予想される

更なる需要増に対応する方策や審査体
制のあり方を検討することが望まれる。
 
  
 
 
 
 
 

（４）知的財産権の取得及び活用の促進 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 

１１ 

研 究 の成 果 として得 た新 技 術

や技術的知見を中小企業支援に

活 用 するため、優 れた特 許 の出

願に努めるとともに、使用許諾を

促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 
 

Ａ 

知的財産権取得に関する環境づくり
が功を奏し、中期計画の単年度平均件数
（13 件）の２倍となる 26 件の特許申請
を行い、中期計画の目標達成に向けて優
れた進捗状況にある。  
また、保有特許について 16 件（19 社）

の使用許諾を行い、許諾率 13％であると
いう点は高い水準であり、実用的な研究
を行っていることの証として高く評価
できる。  
今後とも中小企業の製品化に結びつ

く研究課題を選定し、特許取得を促進す
るとともに、保有特許を企業に使用して
もらうべく周知を図ることが望まれる。
 
 



 

２ 試験・研究設備と専門的知識等を活用した技術協力の推進 

（１）依頼試験 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

１２ 

 
 
 
 
 
 

 

製 品 等 の品 質 ・性 能 の評 価 や、事

故原因究明など中小企業の生産活動

に伴う技術課題の解決を目的として、

依頼試験を実施する。 

①国際的に通用する証明書の発行が

可能な、計量法校正事業者登録制度

（JCSS）登 録 校 正 事 業 者 として、精 度

の維持向上に努め、依頼試験事業の

信頼性向上を図るとともに、中小企業

の海外取引支援に活用する。さらに、

温度の登録を申請する。 

②利用者の利便性向上のための取組

を実施する。 

・料金支払 の利便性向 上を目的とし

て、コンビニエンスストア及び銀行での

支払い受付を継続する。 

・依頼 手 続 の簡 素化を実 施し、利 用

者の利便の向上を図る。 

・JIS 等に規定がない、個別の試験の

要望に柔軟に応えるためのオーダーメ

ード試験を実施する。 

③試験・分析機器の校正管理等を行う

組 織 を活 用 し、品 質 保 証 体 制 を確 立

する。 

④中小企業ニーズ及び最新の技術動

向等に基づき、試験・研究設備及び機

器の導入・更新を実施する。 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計量法校正事業者登録制度に関し
て、「電気」区分の登録に続き「温度」
区分の登録申請を行うなど積極的な
取組を行ったほか、企業の個別のニー
ズに対応したオーダーメード試験に
ついても前年度比 71％増の 288 件を
実施し、利用者から高い満足度を得た
ことは高く評価できる。  
また、従来のコンビニエンスストア

支払い、銀行振り込みに加え、クレジ
ットカードによる支払いを開始した
ことや、新たに 39 機種の機器を導入
し、依頼試験ニーズに応えるなど、独
立行政法人化のメリットである柔軟
性や機動性を活かした法人運営を行
っている。 
なお、機器整備については、企業ニ

ーズや技術動向に加え、更新サイクル
や将来の投入金額を踏まえた計画的
な整備を行い、その利用状況について
も評価を行っていくことを検討する
必要がある。  
 

 

１３ 

 
 

（中 期 計 画 の依 頼 試 験 目 標 件 数 ：平

成２２年度において 85,000 件以上） 

 

 

 

 

 

  

 

 

Ｓ 

依頼試験は 96,288 件を実施し、中
期計画の目標値 85,000 件以上を大幅
に上回る実績を上げたことは高く評
価できる。中小企業のニーズを把握
し、機器などの必要な整備を適切に行
った結果、利用者の満足度の十分高い
依頼試験を数多く実施し、中小企業の
技術支援に貢献した。  
また、複数の指定検査機関に登録さ

れるなど、新しい需要の創設に前向き
に取り組んでいる点も高く評価でき
る。 
 



 

（２）技術相談 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

１４ 

 

 

 

 

 

中小企業等に対し、職員の専門的

な知識に基づく技術相談を実施し、製

品 開 発 支 援 や技 術 課 題 の解 決 を図

る。 

①担当別の技術内容を網羅した手引

きを活用し、相談に対応できる部署へ

の迅速かつ的確な誘導を行う。 

②相 談 ルームを活 用 するなど技 術 相

談時のセキュリティ向上に努める。 

③生 産 現 場 での支 援 が必 要 な場 合

は、職員を現地に派遣する。（実地技

術支援） 

④産技 研の保有していない技術につ

いては、専 門 知 識 を有 する外 部 専 門

家（エンジニアリングアドバイザー）を活

用して課題の解決を図り、利用者の要

望に応える。 

⑤IT を活用した遠隔相談の実施に向

けた検討を行う。 

 

 

 

Ｂ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

生産現場での技術支援や、エンジニ
アリングアドバイザーによる実地技
術支援については、企業の技術的課題
に迅速に応える事業として概ね順調
に実施している。今後は更に多くのニ
ーズに応えられるよう、人員の増強や
質の向上などに努める必要がある。  
なお、「実地支援｣及び「エンジニア

リングアドバイザーによる支援」につ
いては、利用者の満足度調査結果で
「成果がわずかしか得られなかった」
が共に 17％存在するため、原因分析
を行い、対応策を講じるべきである。
また、平成 20 年３月より試行を開

始したビデオ会議システムについて
は、遠隔相談の新たな取組みとして高
い効果を期待したい。  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

１５ 

 

（中 期 計 画 の技 術 相 談 目 標 件 数 ：平

成２２年度において 70,000 件以上） 

 

 

 

 

 

  
 
 

Ａ 

技術相談は来所・電話・メール等に
より 81,154 件を実施し、中期計画の
目標値である 70,000 件以上を大幅に
上回る実績を上げている。ワンストッ
プサービスの徹底や利用者アンケー
トによる技術ニーズの把握など、相談
対応の改善に向けた努力も高く評価
できる。  
 技術相談については、中期計画の目
標達成にとどまらず、例えば相談内容
の重要度及び技術的程度、職員の専門
性と相談内容の傾向との関係、相談時
間等の観点からの分析など、質的な面
に関する評価を検討する必要がある。
 
 
 
 
 
 



 

（３）業界団体等への技術協力 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

１６ 

 
 

 

①業種別交流会を開催し、研究成果

や新技術等の情報提供及び技術ニー

ズの収集を行う。 

②中小企業の技術者等で構成する技

術 研 究 会 を通 じて、共 同 で技 術 的 課

題の解決を図る。 

 
 
 

Ｂ 

業種別交流会は新たに３つの団体
を加えて実施したほか、技術研究会の
活動を支援し、企業の課題解決や製品
化に貢献するなど、年度計画どおりに
実施した。 
業種別交流会は、中小企業が情報交

換等を通じて成長し、技術課題の解決
や企業の技術力向上につながるなど
のメリットが多くあり、一層の活性化
に向けて、産業技術研究センターがコ
ーディネータ機関として効果的な役
割を果たしていくことを期待する。  

 
 
 
 

 

 



 

３ 東京の産業の発展と成長を支える研究開発の計画的な実施 

（１）基盤研究 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 

１７ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

試 験 技 術 や評 価 技 術 の質 の向 上

や、蓄積した技術の提供による的確な

相談支援、中小企業に対する一歩先

の技 術 の提 供 、職 員 の技 術 レベルの

向 上 など、産 技 研 を利 用 する中 小 企

業 のニーズへ迅 速 かつ的 確 に応 えら

れる機能を確保・向上させるため基盤

研究を実施する。研究テーマ数は、重

点 7 分野に該当する研究テーマ 32 を

含めた 53 テーマとする。 

基盤研究：53 テーマ 

（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

①ナノテクノロジー分野     ８テーマ

②ＩＴ分野                ３テーマ

③エレクトロニクス分野      ５テーマ

④システムデザイン分野    ４テーマ 

⑤環境分野              ６テーマ

⑥少子高齢・福祉分野     ３テーマ

⑦バイオテクノロジー分野   ３テーマ

⑧ものづくり基盤技術分野 21 テーマ

 

 

  

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

  

基盤研究では、「ドライプレス加工
に関する製品化、事業化」などの成
果を上げているほか、研究発表や報
告会等を通じた研究成果の還元につ
いても年度計画どおり実施してい
る。ただし、研究成果の還元につい
ては、１人１テーマ程度の発表を目
指してほしい。  
研究員が独自に行う基盤研究は、

製品開発や依頼試験などの技術支援
を支える土台となるものであり、研
究員自身の能力向上のためにも重要
である。今後もこうした重要性を踏
まえつつ堅実に取り組んでいくこ
と、特に中小企業の直面する課題を
捉え、その解決につながる研究テー
マを選定、実施していくことが肝要
である。  
 

（２）共同研究 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 

１８ 

企 業 、業 界 団 体 、大 学 、試 験 研 究

機 関 等 が協 力 し、それぞれが持 つ技

術 を融 合 して、応 用 研 究 や一 歩 進 ん

だ技 術 の実 用 化 ・製 品 化 に向 けた実

用 研 究 を推 進 することにより、効 果 的

かつ 効 率 的 な 研 究 成 果 の 実 現 を 図

る。 

平成 19 年度は、年度当初に予算枠

の 2/3 程度の研究テーマを、年度途中

に残りの 1/3 に相当する研究テーマを

公募により設定し、研究を実施する。 

また、大学等との共同研究について

は、随時実施していく。 
 

  

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

  

共同研究は、ホームページ等で公
募するなどにより 26 テーマを実施
した。  
また、過年度に開始した研究テー

マからは 19 年度に５件の製品化を
実現したほか、共同研究機関と合同
で 13 件の特許出願を行うなど、順調
な成果を上げている。  
今後も企業の製品化・事業化につ

ながる実用的な研究を一層推進し、
成果を上げていくことが期待され
る。  
 



 

（３）外部資金導入研究・調査 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 

１９ 

 
 
 
 
 
 
 

資金を提供する団体の設定要件や

開発支援を求める中小企業等のニー

ズに応 えて、外 部 資 金 を活 用 した研

究・調査等を積極的に実施し、課題解

決を図る。 

①提案公募型研究 

・技術開発の要素が大きい経済産業

省関連競争的外部資金及び文部科

学省等の提案公募型事業へ積極的

に応募し、採択を目指すとともに、採

択された研究を確実に実施する。 

・未利用外部資金の調査を行い、申

請可能なものを抽出して積極的に申

請する。 

②地域結集型研究 

平成 18 年度に採択された科学技術

振興機構（JST）地域結集型研究開発

プログラム「都市の安全･安心を支える

環 境 浄 化 技 術 開 発 」について、中 核

機関として実施する。 

③受託研究・調査等 

企 業 、その他 外 部 機 関 からの委 託

等に基づき委 託 者の経 費 負 担によっ

て産技研が研究・調査等を実施し、委

託者の求める成果の実現を図る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

Ｓ 

提案公募型、受託研究及び地域結集
型研究などにおいて約４億円の外部
資金を獲得し、中期計画の目標額（年
間１億円）を大幅に上回る成果を上げ
たことは高く評価できる。  
経済産業省関連の提案公募型研究

について 14 件応募し、地域新生コン
ソーシアム事業など 10 件が採択され
たほか、新たな外部資金獲得先として
科学研究費への研究員登録がなされ
た点も評価できる。 
外部資金導入研究については、今後

も一層の資金を獲得し、研究を推進す
ることを期待する。  
 



 

（４）研究評価制度 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 
 
 
 
 

２０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究テーマの採択や研究結果の評

価等については、産技研内部委員に

よる評価や、学識経験者及び産業界

有識者等の外部委員による評価を迅

速かつ効率的に行う。 

①研 究 評価 は、事 前評 価・事 後 評 価

の 2 回の実施を基本とする。 

②評 価 結 果 は、その後 の研 究 テーマ

の設定や事業運営に反映させ、産業

界 や都 民 のニーズに基 づく効 果 的 か

つ効 率 的 な研 究 事 業 実 施 に活 用 す

る。外 部 研 究 評 価 委 員 会 による評 価

結果は、ホームページにより外部に公

表する。 

 
 

 

 

Ｂ 

研究課題の選択や研究結果の評価
については、内部委員及び外部委員に
よる評価を適切に行い、年度計画どお
り実施した。  
また、外部評価委員会の提言によ

り、研究成果に対してＪＩＳ化などの
公定法への対応に取り組んだほか、製
品化や実用化に向けた働きかけを行
うなど、評価結果を通じて研究事業を
中小企業への技術支援に活用するこ
とを促進した。  
今後は、評価から実施までのより柔

軟な対応や、年度途中での緊急研究テ
ーマ設定などに関する取組も積極的
に行ってほしい。  
 

 

４ 研究成果の普及と技術移転の推進 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２１ 

 

 

 

 

 

（１）技術セミナー、講習会及び研究発

表会等の開催 

①中小企業の技術力向上や技術者の

育 成 、並 びに産 業 の活 性 化 を図 るた

め、新技術や産業動向に係る技術セミ

ナー及び講習会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

技術セミナーについては、外部講師
を最小限にとどめ、職員自らテキスト
作成・企画するなどの真摯な取組を行
っている。 
これらのセミナーは半数以上が実

習を伴った実践的なものであり、産業
技術研究センターの保有する技術の
還元により中小企業の技術力向上に
貢献している。  
また、新技術や産業動向に対応した

新たなセミナーを開始するなどの取
組も高く評価できる。  
今後とも受講者のニーズを更に調

査して、より多くの中小企業にサービ
スを提供していくことが必要である。
 



 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２２ 

 

 

 

②企業や業界団体等の個別ニーズに

対応するためオーダーメードセミナーを

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

オーダーメードセミナーについて
は、前年度を 20％上回る 118 件の利
用実績を達成するなど高い成果を上
げた。中でも繊維関係のセミナーが半
数を占めている点で、この分野の活動
は高く評価できる。 
また、依頼者のニーズに応じたテキ

スト作成の工夫などを行い、利用者の
満足度の高いセミナーの実施により、
企業等の技術力向上に寄与したこと
は評価できる。  
今後は、利用者を拡大していくため

の方策を検討していくことが課題と
なる。  
 
 
 
 
 
 

 

 

２３ 

③研究及び調査等の成果の普及を図

るため、研究発表会を開催する。 

④産業技術の普及と産技研の事業に

対する理解を得ることを目的として、本

部及び全ての支所で施設公開を実施

する。 

⑤業界団体及び企業、都民等からの

要望に応じて施設見学を随時実施し、

産技研の保有する技術や事業の広報

に努める。 

⑥研究の成果を中小企業や都民に普

及するための展示会を実施する。 

 
 
 
 
 

 

 

Ａ 

研究発表会では、来場者との個別デ
ィスカッションを実現し、発表するだ
けでなく企業等の声やニーズを聞く
機会として積極的に活用している。  
また、海外 19 カ国からの中小企業

支援機関の視察を受け入れ、意見交換
等を行うなど新たな取組を進めてお
り、こうした交流については、今後と
も積極的に取り組んでいくことを期
待する。  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

項目 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２４ 

（２）職員の派遣及び知的貢献 

高 度 な 専 門 知 識 を 持 つ 職 員 を 大

学 、学 術 団 体 、産 業 界 、行 政 機 関 等

へ派遣し、社会への知 的貢 献を積 極

的に進める。 

（３）各種広報媒体を活用した情報提

供 

インターネットや各種広報媒体を通

じ、産技研の事業や研究成果及び所

有機器、新たな法規制等の技術情報

を積 極 的 に提 供 する。首 都 圏 の公 設

試験研究 機 関と連携したテクノナレッ

ジフリーウェイ（TKF）の推進を図り、中

小企業に役立つ情報提供を広域的に

行う。 

（４）展示会等への参加 

産業交流展等、都や区市町村等が

開 催 する展 示 会 等 へ積 極 的 に参 加

し、産 技 研 の保 有 する技 術 や成 果 の

普及を実施する。 

 

 

 

 

Ａ 

オリジナル著作物の発行、ＲＥＡＣ
Ｈ規制やＲｏＨＳ指令といった新た
な法規制に関する情報提供などを推
進するなど、着実な取組を行った。  
また、自治体や工業団体等が主催す

る展示会等を通じ、産業技術研究セン
ターの事業内容や研究成果等を周知
する取組も地道に行ってきている。  
今後は、日本の産業技術を支える存

在として、知名度を上げるべく、効果
的なアピールを広く行っていくよう、
更なる工夫を期待する。  
 

 

５ 情報セキュリティ管理と情報公開 

 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２５ 

（１）情報セキュリティの管理 

情報セキュリティポリシーに基づき、

情 報 システムのセキュリティ対 策 や適

切 な帳 票 類 の管 理 等 の実 施 により個

人情報や利用企業情報の保護に努め

る。 

また、職員の職務上知り得た秘密の

守 秘 義 務 を徹 底 するため、規 定 を整

備するとともに職員研修を実施する。 

（２）情報公開 

 産 技 研の事 業内 容とその運 営 状 況

に関する情報開示については、規則に

基 づき迅 速 かつ適 正 に対 応 し、説 明

責任を全うする。 
 
 
 

 

 

Ｂ 

情報システムのセキュリティ対策
や、来所受付時に記入する「入館受付
シート」において個人情報の利用の可
否を確認するなど、適正な管理を実施
している。 
また、全職員を対象として、情報セ
キュリティや公益通報制度などのコ
ンプライアンス研修により意識の徹
底に努めている。  
情報公開では、ホームページ上で定
款、業務方法書等の内部規定や入札予
定案件、入札経過情報等の入札情報を
公開するなど、適正な運用に努めてい
る。  

 
 



 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

１ 組織体制及び運営 

 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２６ 

（１）機動性の高い組織体制の構築 

①事業動向等を踏まえた組織の見直しを継続

的に実施し、各事業の効率的な執行体制を

確保する。 

②既存組織体制にとらわれず、適時プロジェク

トチームを設置するなど、ニーズに柔軟に対応

する。 

（２）職員の能力開発 

 基盤技術・先端技術に関する技術力の向上

及び審査技術並びに法規制等の知識の向上

を目的として研究・研修等を通じて職員の能

力開発を実施する。 

（３）職員の能力向上につながる業績評価及

び任用・給与制度の導入 

客観的な評価基準に基づく業績評価制度

を構築し、適切に評価を実施する。 

あわせて、能力・業績主義に基づく任用・給

与制度を導入し、業績評価結果を処遇や人

員配置に適切に反映する。 

業績評価の実施にあたっては、職員の意欲

の向上、業務遂行能力の向上を十分に実現

できるように配慮する。 

（４）企画調整機能の強化 

①地方独立行政法人の自主的な経営判断に

基づく事業運営を実施すべく、企画調整機能

を強化する。 

②「経営企画本部」においては、東京都地方

独立行政法人評価委員会の評価・意見など

を迅速・的確に事業・予算・人員計画に反映

し、経営資源の適正な配分を行う。 

（５）業務改善に係る利用企業調査結果の反

映 

産技研利用に関する企業調査を実施し、そ

の結果を踏まえた事業運営や支援方法の見

直しを実施する。 

 

 

 

Ｂ 

同種分野を担当する職員の
事業所間技術交流や専門知識
を持ったベテラン職員の再雇
用の取組など、職員の能力開発
や人材の効果的な活用を実施
している。 
企画調整機能の強化では、業
務の質の向上や都民ニーズへ
の対応強化といった評価委員
の指摘に基づき、業務の見直し
を行うなど年度計画どおりに
業務運営を行っている。  
具体的には、「製品開発支援

カード」導入により中小企業へ
の支援成果の把握を開始する
とともに、これまで行ってきた
利用企業に対するアンケート
調査に加え、都と協力し未利用
企業の技術ニーズの把握に努
めるなど、都民ニーズへの対応
強化に向けた取組を行った。 
今後は、アンケート調査の実

施方法など、有効な情報を得る
ための改善に取組むことも必
要である。 
 



 

２ 業務運営の効率化と経費節減 

 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２７ 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

（１）業務の適切な見直し 

①意思決定の迅速化、事務手続きの簡素化、

重複業務の見直し等を目的として業務内容と

運営方法の見直しを随時行う。 

②定型的な業務については、コスト比較やノウ

ハウ蓄積の必要性等の観点からアウトソーシン

グを検討し、可能な業務については積極的に

実施する。 

③外部の専門家等の活用により、低コストで高

いサービスが得られる業務についてもアウトソ

ーシングを検討し、可能なものについては導入

を進める。 

④業務内容を精査した上で、可能なものにつ

いて委託業務契約の複数年化等により、経費

の節減を図る。 

（２）情報化の推進 

業務運営、財務会計、人事、給与、庶務等

に関する情報システムを活用し、本部及び各

支所をオンラインで結び、情報の共有化、ペー

パーレス化を進め、業務を効率化する。 

（３）業務運営全体での効率化 

標 準 運 営 費 交 付 金 （プロジェクト的 経 費 を

除く。）を充当して行う業務については、前年

度比 1.0 パーセントの財政運営の効率化を目

指す。 

（４）資産の適正な管理運用 

①「資金管理基準」に基づき、安全性、安定性

等を考慮しつつ、資金運用・資金管理を適正

に行う。 

②建物や施設・設備等については、良好に維

持管理するため、東京都から施設費補助金等

の財 源 を適 切 に確 保 し、計 画 的 な改 修 を行

う。 

（５）剰余金の適切な活用 

提 供 するサービスの向 上 や事 業 実 績 の向

上等に資するよう、剰余金を活用した仕組み

の導入を検討する。 

 

 

Ａ 

全職場からの業務改善提案
に基づき 90 項目の業務改善を
行うなど、職員に対し効率化に
向けた意識改革の定着を図っ
たことは高く評価できる。  
特に、複数機種指定等による
競争入札の採用により、機器購
入において予定価格より約８
千万円を削減したことや、委託
業務の複数年度契約の導入な
どの効率化を推進しコスト削
減を実現したことなど、高い成
果を上げている。  
 今後は、専門性の高い機器の
購入に当たっては、仕様書作成
の段階で十分に検討を行うな
ど、競争入札によるデメリット
が生じないよう工夫を施すこ
とも必要である。  
 



 

Ⅶ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

 年 度 計 画 評定 評 定 説 明 

 

 

２８ 

１ 施設・設備の整備と活用 

施設整備の計画に基づき、先端技術への対

応や老朽化対策を含めた施設・設備の整備・

更新を行うものとする。実施に当たっては、東京

都からの施設費補助金等の財源を適切に確保

し、先端技術への対応や老朽化対策を含めた

総合的・長期的観点に立った整備・更新を行う

ものとする。 

なお、東京都が着手する産技研施設の統合

及び再整備と多摩地域の支援施設整備に、積

極的に協力し、整備事業を効率的に推進して

いく。 

２ 安全管理 

（１）安全衛生管理体制の整備 

職員が良好で快適な労働環境のもとで就労

することができるように配慮する。 

①産技研全体の安全衛生管理を推進するとと

もに、安全手帳の活用等により職員へ安全教

育を実施する。 

②放射線等の安全管理のため、施設の点検等

を徹底し、適切な維持保全を行うとともに、毒劇

物等の保管状況の点検などの取り組みを適切

に行う。 

（２）災害時に対する危機管理体制の整備 

大規模災害に備え、産技研内部の危機管理

体制を整備する。 

３ 社会的責任 

（１）環境への配慮 

業務の運営に際しては、環境へ配慮した運営

に努める。 

①機器や設備、物品の購入や更新に際して

は、省エネやリサイクルに配慮する。 

②廃棄物については、法令等に従い、適切に

処理するとともに、減量化に努める。 

（２）法人倫理 

職務執行に対する中立性と公平性を確立し、

都民から疑念や不信を招くことのないよう、規定

に基づき、職員に対する研修を実施する。 

（３）憲章の制定 

すべての職員が共有する行動理念となる産

技研憲章（仮称）の制定を検討する。 

 

 

 

Ｂ 

産業技術研究センターの多
摩及び区部における施設再整
備事業について、センター内に
検討委員会や部会を開催し、東
京都とともに整備事業の効率
的な推進に努めている。  
 安全衛生管理面では、ヒヤリ
ハット事例の情報共有化によ
る事故防止に向けた取組み、危
機管理面では、緊急地震速報配
信システムを設置するなど安
全管理を適切に実施している。
 また、全ての職員が共有する
基本理念とその理念を実現す
るための行動指針並びに行動
基準を「憲章」として策定した
ことは、高く評価できる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


